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定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の定款一部変更及び当社による全部取得条項付普通株

式の取得につき、平成 23 年 2 月 24 日開催予定の臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会に付

議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

Ⅰ 当社定款の一部変更 

１．種類株式発行に係る定款一部変更の件（定款一部変更その 1） 

（１）変更の理由 

    平成 23 年 1 月 12 日付当社プレスリリース「株式会社ＡＨＡによる当社普通株式の公開買付

けの結果に関するお知らせ｣、同日付当社プレスリリース「親会社、主要株主である筆頭株主

及び主要株主の異動に関するお知らせ」等にてお知らせいたしましたとおり、株式会社ＡＨＡ

（以下「ＡＨＡ」といいます。）は、平成 22 年 11 月 22 日から当社普通株式に対する公開買付

け（以下「本公開買付け」といいます｡）を行い、本公開買付けは平成 23 年 1 月 11 日に終了

しております。本公開買付けの結果、ＡＨＡは、平成 23 年 1月 18 日（本公開買付けの決済開

始日）をもって、当社普通株式 18,330,418 株（平成 22 年 9 月 30 日現在における当社の総株

主の議決権の数に対する割合：91.39％）を保有するに至っております。なお、当該割合の計

算における当社の総株主の議決権の数は、当社が平成 22 年 11 月 12 日に提出した第 39 期第 2

四半期報告書に記載された平成 22 年 9 月 30 日現在の総株主の議決権の数 200,568 個（1単元

の株式数を 100 株として記載されたもの）となります。 

ＡＨＡは、平成 22 年 11 月 19 日付ＡＨＡのプレスリリース「株式会社サザビーリーグ株券

に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」において公表されておりますとおり、当社を取

り巻く厳しい事業環境下で当社が勝ち抜いていくためには、大きな変革が必要と考えており、

そのためには当社の経営資源（ヒト、モノ、カネ）を再配置し、短期的な売上や利益、株価に

とらわれず、創業時のＤＮＡを一層深化させ、今まで以上に消費者の目線に立って魅力的な商

品・ＭＤ（マーチャンダイジング）、店舗空間等を提案し続けることや、現在展開している各

ブランドのライフサイクル（創業期、成長期、成熟期、衰退期）にあわせて最適な事業戦略を

組みなおし、必要な投資を行うことが必要不可欠であり、当社の株主の皆様に経営改革に伴い

発生するリスクの負担が及ばぬように回避しつつ、永続的な成長を続ける企業体質を有する企

業へと変換するためには、マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）の手法により、ＡＨＡが当社

の全株式を取得することにより、当社の普通株式を非公開化することが最も有効な手段である

という結論に至ったとのことです。また、当社の普通株式を非公開化することにより株式の上

場を維持するために必要なコストを削減するとともに、ＡＨＡが全ての当社普通株式を取得し、

実質的に資本と経営を一体とすることにより、当社の経営陣及び従業員に対しての求心力を高

められると考えているとのことです。 
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当社としましても、平成 22 年 11 月 19 日付当社プレスリリース「ＭＢＯの実施及び応募の

推奨に関するお知らせ」においてご報告申し上げておりますとおり、当社の取締役会のリーガ

ル・アドバイザーである大原法律事務所からの法的助言、株式会社ＫＰＭＧ ＦＡＳによる株

式価値算定書、第三者委員会からの答申の内容等を踏まえ、当社が置かれている状況を総合的

に考慮して協議・検討及び交渉を行った結果、当社の普通株式を非公開化したうえで上記経営

改革を行っていくことが当社にとっても、また当社の一般株主の皆様にとっても、最善の選択

肢であるとの結論に達しました。 

以上の理由により、当社は、当社臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において株

主のご承認をいただくことを条件として、ＡＨＡの完全子会社となるために、以下の①から③

の方法（以下「本完全子会社化手続」と総称します。）を実施することといたしました。 

① 当社の定款の一部を変更して、定款変更案第 5条の 2に定める内容のＡ種種類株式（以

下「Ａ種種類株式」といいます。）を発行する旨の定めを設け、当社を種類株式発行会社

（会社法第 2条第 13 号に定義するものをいいます。以下同じです。）といたします。 

② 上記①による変更後の当社の定款の一部をさらに変更して、当社の発行する全ての普通

株式に全部取得条項（会社法第 108 条第 1 項第 7 号に規定する事項についての定めをい

います。以下同じです。）を付す旨の定めを新設いたします（全部取得条項が付された後

の当社普通株式を、以下「全部取得条項付普通株式」といいます。）。なお、全部取得条項

付普通株式の内容として、当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の

全部（当社が保有する自己株式を除きます。以下同じです。）を取得する場合において、

全部取得条項付普通株式 1株と引換えに、Ａ種種類株式を 0.000000545 株の割合をもって

交付する旨の定めを設けるものといたします。 

③ 会社法第 171 条第 1 項ならびに上記①及び②による変更後の当社の定款に基づき、株

主総会の特別決議によって、当社が全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該取得と

引換えに、当社を除く全部取得条項付普通株式の株主に対して、取得対価として、その保

有する全部取得条項付普通株式1株と引換えにＡ種種類株式を0.000000545株の割合をも

って交付いたします。なお、ＡＨＡ以外の各株主に対して取得対価として交付されるＡ種

種類株式の数は、1株未満の端数となる予定です。また、交付されるＡ種種類株式が１株

未満となる各株主につきましては、会社法第 234 条その他の関係法令の定めに従って、

最終的には金銭が交付されることとなります。 

 

株主様に対するＡ種種類株式の交付の結果生じる 1株未満の端数につきましては、その合計

数（会社法第 234 条第 1 項により、その合計数に 1 株に満たない端数がある場合には、当該

端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第 234 条の定めに従って売却

し、当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各株主に交付いたします。かかる売却

手続きに関し、当社は、会社法第 234 条第 2 項の規定に基づき、裁判所の許可を得てＡ種種

類株式をＡＨＡに売却することを予定しております。 

この場合のＡ種種類株式の売却価格につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり

得られた場合には、全部取得条項付普通株式の株主が保有する全部取得条項付普通株式の数に

2,000 円（本公開買付価格）を乗じた金額に相当する金銭が各株主に交付されるような価格に

設定することを予定しております。ただし、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数

調整が必要な場合等においては、実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあります。 
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本議案「種類株式発行に係る定款一部変更の件」は、本完全子会社化手続のうち①を実施す

るものです。 

会社法上、全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされて

いることから（会社法第 171 条第 1項、第 108 条第 1項第 7号)、上記①は、当社普通株式に

全部取得条項を付す旨の定款変更である上記②を行う前提として、当社が種類株式発行会社と

なるため、Ａ種種類株式を発行する旨の定めを新設するほか、所要の変更を行うものです。ま

た、これまで当社は、当社現行定款第７条におきまして、当社の事務負担の軽減を図るため、

100 株を単元株式数として規定していたところ、同項は、当社普通株式について単元株式数を

定めるものであり、本議案で設けられるＡ種種類株式については 1株を単元株式数とすること

から、その趣旨を明確にするために所要の変更を行うものです。 

     

（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、本議案に係る定款変更は、本議案が本臨時株主総会に

おいて承認可決された時点で、その効力が生じるものといたします。  

（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第５条 会社の発行可能株式総数は、

70,000,000 株とする。 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第５条 当会社の発行可能株式総数は、

70,000,000 株とし、このうち普通株

式の発行可能種類株式総数は

69,990,000 株、第５条の２に定める

内容の株式（以下「Ａ種種類株式」

という。）の発行可能種類株式総数は

10,000 株とする。 

（新設） （Ａ種種類株式） 

第５条の２ 当会社の残余財産を分配すると

きは、Ａ種種類株式を有する株主（以

下「Ａ種株主」という。）またはＡ種

種類株式の登録株式質権者（以下「Ａ

種登録株式質権者」という。）に対し、

普通株式を有する株主（以下「普通

株主」という。）または普通株式の登

録株式質権者（以下「普通登録株式

質権者」という。）に先立ち、Ａ種種

類株式１株につき１円（以下「Ａ種

残余財産分配額」という。）を支払う。

Ａ種株主またはＡ種登録株式質権者

に対してＡ種残余財産分配額が分配

された後、普通株主または普通登録

株式質権者に対して残余財産を分配

する場合には、Ａ種株主またはＡ種

登録株式質権者は、Ａ種種類株式１

株あたり、普通株式１株あたりの残

余財産分配額と同額の残余財産の分

配を受ける。 
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現行定款 変更案 

（１単元の株式の数） 

第７条 当会社の１単元の株式の数は、100 株

とする。 

（単元株式数） 

第７条 当会社の普通株式の単元株式数は、

100 株とし、Ａ種種類株式の単元株式

数は、１株とする。 

第３章  株主総会 

（新設） 

第３章 株主総会 

（種類株主総会） 

第 16 条の２ 第 12 条、第 13 条、第 14 条及

び第 16 条の規定は、種類株主総会に

これを準用する。 

２ 第15条第１項の規定は、会社法第324

条第１項の規定による種類株主総会

の決議に、第 15 条第２項の規定は、

会社法第 324 条第２項の規定による

種類株主総会の決議にそれぞれこれ

を準用する｡ 

 

 

２．全部取得条項の付加に係る定款一部変更の件（定款一部変更その 2） 

（１）変更の理由 

上記「定款一部変更その 1」でご説明申し上げております本完全子会社化手続のうち②を実

施するものであり、「定款一部変更その 1」による変更後の当社の定款の一部をさらに変更し、

当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項を付してこれを全部取得条項付普通株式とす

る旨の定款の定めを新設するものです。また、全部取得条項付普通株式の内容として、当社が

株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部を取得する場合において、全部取

得条項付普通株式 1 株と引換えに、「定款一部変更その 1」における定款変更に基づき新たに

発行することが可能となるＡ種種類株式を 0.000000545 株の割合をもって交付する旨の定款

の定めを設けるものです。 

かかる定款の定めに従って当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の

全部を取得した場合には、前記のとおり、ＡＨＡ以外の各株主に対して交付されるＡ種種類株

式の数は、1株未満の端数となる予定です。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は以下のとおりです。なお、「定款一部変更その 2」に係る定款変更は、「定款一

部変更その 1」及び「全部取得条項付普通株式の取得の件」がいずれも原案どおり承認可決さ

れること、ならびに普通株主による種類株主総会において「定款一部変更その 2」と同内容の

「全部取得条項の付加に係る定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されることを条件とし

て、その効力が生じるものといたします。 

また、「定款一部変更その 2」に係る定款変更の効力発生日は平成 23 年 3 月 30 日といたし

ます。 
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（下線は変更部分を示します。） 

種類株式発行に係る定款一部変更の件による

変更後の定款 

追加変更案 

（新設） （全部取得条項） 

第５条の３ 当会社は、当会社が発行する普

通株式について、株主総会の決議に

よってその全部を取得できるものと

する。当会社が普通株式の全部を取

得する場合には、普通株式の取得と

引換えに、普通株式１株につきＡ種

種類株式を0.000000545株の割合を

もって交付する｡ 

 

Ⅱ 全部取得条項付普通株式の取得の件 

１．全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 

上記「定款一部変更その 1」でご説明申し上げておりますとおり、当社としましては、当社の

普通株式を非公開化したうえで抜本的な経営改革を行っていくことが当社にとっても、また当社

の一般株主の皆様にとっても、最善の選択肢であるとの結論に達したことから、株主のご承認を

いただくことを条件として、本完全子会社化手続を実施することといたしました。 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」は、上記「定款一部変更その 1」でご説明した本完全

子会社化手続のうち③を実施するものであり、会社法第 171 条第 1 項ならびに「定款一部変更

その 1」及び「定款一部変更その 2」による変更後の当社の定款に基づき、株主総会の特別決議

によって、当社が全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該取得と引換えに、「定款一部変

更その 1」による定款変更に基づき設けられるＡ種種類株式を交付するものです。 

当該交付がなされるＡ種種類株式の数については、当社を除く全部取得条項付普通株式の株主

に対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を 0.000000545 株の

割合をもって交付するものといたします。当該交付がなされるＡ種種類株式の数は、前記のとお

り、ＡＨＡ以外の各株主に対して当社が交付するＡ種種類株式の数は１株未満の端数となる予定

です。 

かかる株主に対するＡ種種類株式の交付の結果生じる 1株未満の端数につきましては、その合

計数（会社法第 234 条第 1 項により、その合計数に 1 株に満たない端数がある場合には、当該

端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第 234 条の定めに従って売却し、

当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各株主に交付いたします。かかる売却手続き

に関し、当社は、会社法第 234 条第 2 項の規定に基づき、裁判所の許可を得てＡ種種類株式を

ＡＨＡに売却することを予定しております。この場合のＡ種種類株式の売却価格につきましては、

必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、全部取得条項付普通株式の株主が保有

する全部取得条項付普通株式の数に 2,000 円（本公開買付価格）を乗じた金額に相当する金銭

が各株主に交付されるような価格に設定することを予定しております。ただし、裁判所の許可が

得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付される金額が上記

金額と異なる場合もあり得ます。 

 

２．全部取得条項付普通株式の取得の件 

（１）全部取得条項付普通株式の取得と引換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事項 

会社法第 171 条第 1項ならびに「定款一部変更その 1」及び「定款一部変更その 2」による

変更後の当社の定款に基づき、取得日（下記（2）において定めます。）において、取得日前日

の最終の当社の株主名簿に記載または記録された当社を除く全部取得条項付普通株式の株主

に対して、その保有する全部取得条項付普通株式 1 株の取得と引換えに、Ａ種種類株式を

0.000000545 株の割合をもって交付するものといたします。 
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（２）取得日 

    平成 23 年 3 月 30 日といたします。 

 

（３）その他 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る、全部取得条項付普通株式の取得は、「定款

一部変更その 1」及び「定款一部変更その 2」が原案どおり承認可決されること、普通株主に

よる種類株主総会において「定款一部変更その 2」と同内容の「全部取得条項の付加に係る定

款一部変更の件」が原案どおり承認可決されること、ならびに「定款一部変更その 2」に係る

定款変更の効力が生じることを条件として、その効力が生じるものといたします。なお、その

他の必要事項については、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 

３．上場廃止の予定について 

臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において、定款の一部変更及び全部取得条項付

普通株式の取得の議案が原案どおり承認可決された場合には、当社普通株式は、株式会社大阪証

券取引所（以下「大阪証券取引所」といいます。）の定めるＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）にお

ける有価証券上場規程の上場廃止基準に該当することとなりますので、当社普通株式は、平成

23 年 2 月 24 日から平成 23 年 3 月 24 日の間、整理銘柄に指定された後、平成 23 年 3 月 25 日を

もって上場廃止となる予定です。 

上場廃止後は、当社普通株式を大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）において取引す

ることはできません。 

 

Ⅲ 本完全子会社化手続の日程の概要（予定） 

  本完全子会社化手続の日程の概要（予定）は以下のとおりです。 

臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会基準日設定公告 平成 23 年 1 月 5日（水）

臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会招集に関する 

取締役会決議 
平成 23 年 1 月 24 日（月）

臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会基準日 平成 23 年 1 月 20 日（木）

臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会開催 平成 23 年 2 月 24 日（木）

種類株式発行に係る定款一部変更（定款一部変更その 1）の 

効力発生日 
平成 23 年 2 月 24 日（木）

当社普通株式の整理銘柄への指定 平成 23 年 2 月 24 日（木）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付の基準日 

設定公告 
平成 23 年 2 月 25 日（金）

当社普通株式の売買最終日 平成 23 年 3 月 24 日（木）

当社普通株式の上場廃止日 平成 23 年 3 月 25 日（金）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付の基準日 平成 23 年 3 月 29 日（火）

全部取得条項に係る定款一部変更（定款一部変更その 2）の 

効力発生日 
平成 23 年 3 月 30 日（水）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付の 

効力発生日 
平成 23 年 3 月 30 日（水）

 

以 上 
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